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検査検定制度及び資格制度は、国民の生命、身体及び財産の保護等のため設けられているもの

であり、国民に対し、検査への対応や資格取得のための受検料、受講料などの負担を求めている。 

これら制度については、その多くの場合において、特例民法法人、公益社団法人、公益財団法

人、一般社団法人及び一般財団法人（以下、これらを総称して「公益法人」という。（注））が、検

査、試験、講習等の事業の実施主体として関与している。これらの対価を伴う事業については、

「「公益法人の設立許可及び指導監督基準」及び「公益法人に対する検査等の委託等に関する基準」

について」（平成８年９月 20 日閣議決定）等において、対価の引下げ等により収入と支出の均衡

を図り、当該法人の健全な運営に必要な額以上の利益を生じないようにする等の所管府省による

指導監督の基準が示されている。 

また、平成 22 年５月に実施された行政刷新会議の事業仕分けにおいて、検査、試験、講習等が

対象とされ、手数料等の引下げ等、国民の負担軽減に資する取組を求める評価結果が出されてお

り、各府省が自ら事業の効果を点検する行政事業レビューにおいても、手数料等の額の見直しが

行われている。 

なお、これら制度の利用者の金銭的・手続的な負担の実態は必ずしも明らかになっていない。 

こうした状況を踏まえ、今後も引き続き、各府省が個々の検査検定制度及び資格制度について、

利用者の立場に立った見直しを徹底することが重要である。 

さらに、今般の東日本大震災により、日本全体の経済活動に甚大な被害が及んでいる中にあっ

ては、国民負担を軽減する配慮が一層求められるものと考えられる。 

この調査は、検査検定制度及び資格制度の全体像を明らかにするとともに、利用者の負担を軽

減する観点から、検査、試験、講習等の実施主体として多くの制度に関与している公益法人が行

う事業を中心に調査し、手数料等の適正化、会計処理の適正化、申請手続の負担軽減等について、

その推進を図るために実施したものである。 

 

（注） 「特例民法法人」とは、公益法人制度改革による改正前の民法（明治 29 年法律第 89 号）第 34 条に基づ

き設立された社団法人及び財団法人のうち、平成 25 年 11 月末までに、新たに創設された公益社団法人、

公益財団法人、一般社団法人及び一般財団法人のいずれかに移行（移行申請）又は解散するまで存続する

法人をいう。 

    「一般社団法人」及び「一般財団法人」とは、一般社団法人及び一般財団法人に関する法律（平成 18 年

法律第 48 号）に基づいて設立された法人をいう。 

    「公益社団法人」及び「公益財団法人」とは、公益社団法人及び公益財団法人の認定等に関する法律（平

成 18 年法律第 49 号）に基づき行政庁（内閣総理大臣又は都道府県知事）の認定を受けて公益目的事業を

行う一般社団法人又は一般財団法人をいう。  
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